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救助活動を行う機動隊員

第 2章
発災直後の東京都の対応
第１節　発災直後の支援活動 (概要）
第２節　発災直後の庁内の総合調整①（インタビュー）
第３節　発災直後の庁内の総合調整②（インタビュー）
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　平成23年３月11日の東日本大震災では、マグニチュー

ド9.0の巨大地震が10ｍを超える大津波、そしてレベル７

の原子力発電所事故を引き起こし、未曾有の被害をもた

らした。

　被災地では、人的・物的被害はもとより、生活・産業・

行政などの基盤の多くが失われ、地域社会が崩壊するほ

どの甚大な被害が生じた。

【直後の都の動き】

　都は、発災後直ちに、警視庁及び東京消防庁による救

出救助活動、東京ＤＭＡＴなどによる医療支援等を開始

するとともに、日常生活に直結する道路・河川・港湾施

設や上下水道等の復旧支援に着手した。また、交通網が

寸断されるなか、食料、医薬品等が不足する被災地に救

援物資を搬送した。

【避難者の受入れ】

　被災地から都内に避難してくる方々のため、都は、３月

17日以降、東京武道館、調布庁舎（味の素スタジアム）及

び東京国際展示場（東京ビッグサイト）で避難者の緊急受

入れを開始した。

　その後、都内の宿泊事業者の協力を得て旧グランドプ

リンスホテル赤坂や、事業者施設等でも避難者の受入れ

を行うとともに、都営住宅等への受入れも開始した。

【現地事務所の設置】

　甚大な被害を受け、混乱が続く被災地からの支援要請

を的確に把握し、迅速かつ効果的な支援活動に結びつけ

るため、都は、３月22日以降、宮城県、福島県、岩手県の

順に現地事務所を設置し、職員が常駐して情報収集に当

たることで、都の被災地支援の基礎を構築した。

【職員の短期派遣】

　被災地では、避難所に避難民があふれ、義援物資の仕

分け・搬入等を担う人員も不足しており、都は平成23年

４月２日以降、特に被害が大きく行政機能が著しく低下

していた宮城県南三陸町、石巻市、気仙沼市及び岩手県

陸前高田市に一般行政職員の短期派遣を開始した。

　被災地の状況は刻々と変化し、支援業務は当初の避難

所支援から、り災証明書発行業務などへと移行した。

【東京緊急対策2011の策定】

　未曾有の大規模複合災害の影響は被災地にとどまら

ず、サプライチェーンの寸断や計画停電、風評被害等の

形で首都圏、日本全体にまで広がった。

　都は、都内の震災影響に対応しつつ、同時に被災地を

支援する「二正面作戦」を質量ともに骨太なものにして取

り組んでいく考えを３月29日に発表した。

　そして、東京の力を最大限発揮し、東日本大震災に立

ち向かうとともに、日本の復興を東京から牽引していけ

るよう、５月27日に直ちに取り組むべき課題を集約した

「東京緊急対策2011」を公表した。

発災直後の支援活動（概要）

第２章　発災直後の東京都の対応
第１節　発災直後の支援活動（概要）
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第２章　発災直後の東京都の対応
第２節　発災直後の庁内の総合調整①（インタビュー）

【全庁体制。副知事指揮の下、総務局は各局調整を担う】

Q： 発災は３月11日の午後２時46分でしたが、そのと

きはどこに。

A： ちょうど議会の第一回定例会が終わった日で、議

会が終わったあとの各政党への挨拶回りをして

いました。突然揺れが始まって、いつまで経って

も揺れが収まらない。さすがに壁に手をついて。

Q： ５階でもそんなに揺れましたか。

A： 議会棟でも相当揺れました。ようやく収まった

と思って、議会棟の廊下のところで第一庁舎を

見たら建物が揺れていました。これは大変だと。

その後、こちらの本庁舎まで歩いてきたら、議会

棟の廊下と第一庁舎は、建物のパーツが分かれ

ており、動いているんですよ、境目が。境目がほ

んとに動いているんです。ちなみに、そういう構

造にしないと、建物が倒れてしまうらしいです。

　そのあと、とにかく総務局まで戻ろうとしまし

たが、エレベーターが動いていない。そこで、３

階から13階まで非常階段を、かなり苦労して上っ

た記憶があります。その後、津波のニュースが、

ＮＨＫのヘリからの映像が本当にリアルタイム

で流れてきて、あれを見た時に、これは相当な被

害になると思いました。

　その後、帰宅困難者の問題が発生し、３月11日

は一晩泊まりました。土曜日の朝方からやっと

民間鉄道が動き出して帰りましたが、もうとにか

く物がない、スーパーなどにも。どうもこれは危

ないなと思っていたら、土曜日の夕方には、日曜

の早くに集まって対策会議を行うことになりま

した。要は原発です。計画停電をやるという話で、

それに対する対応をどうするか。

　それらに対応していた総合防災部は初めての

経験だということもあって、結構混乱している部

分もあり、やはり総務局として全体で当たる方が

いいだろうと。こんなわけで、帰宅困難者自体は、

事象としては土曜日の朝には解消されましたが、

今後帰宅困難者が出た場合にどうするかについ

ては、総合防災部で検討することになりました。

　計画停電をどうするかについては、もちろん全

局が絡む訳ですが、東京電力との調整は、防災部

に都内対策室というものを作らせまして、そこに

行政部の担当部長をはじめとする部隊を入れ、何

人かかき集めて、やってもらいました。

　一方で、現地が大変な状況になっていました

から、当時の石原都知事の意向もあり、全庁を挙

げて対応しようと。それから当時の副知事、それ

から政策会議メンバー、つまり当時の知事本局

長、総務局長、財務局長、あと都技監も入ります

が、首脳部で検討し、現地事務所の設置を決めま

した。

　そこで、まずは現地を見に行こうということ

で、建設局と総務局で先遣隊を派遣しました。

　その他のことも含め、総務局だけがやっている

わけではなく、全庁体制で対応しました。被災地

支援をどうする。それから、計画停電をはじめと

する都内での混乱をどう収拾するかについては、

全庁を挙げて、知事の下、実務的には副知事以下

で調整をする。そのなかで総務局の役割は、やは

り仕事柄全庁の調整をやるということになって

いますから、まして総合防災部を持っているわけ

ですから、副知事の指揮の下、総務局が各局調整

を行う。そういう段取りになりました。そうな

ると、総務局長が責任者になるわけです。当たり

前ですが、全庁の調整役も総務局長がやってい

く。そうすると、各局からの様々な意見や要望を

聞いたうえで、それを実務的に調整する仕事が総

務部長のところに降りてくる。だから、形式的に

いえば、私は指示に従ったということです。何を

調整するか、大所高所からの判断は総務局長、そ

れを具体的に調整するという役割が私。それで、

その下に部隊を作っていった、そういうことです

ね。

【総務局内の役割分担】

Q： 今から思い返せば、そのように、きれいなお話に

なると思いますが、当時は様々な課題が生じ、実

態は渾然としていたのではないでしょうか。

A： まあ実際はね、それはもちろん、非常に混乱して

発災直後の庁内の総合調整①（インタビュー）第２節

　東日本大震災では、マグニチュード9.0の巨大地震と、10ｍを超える大津波、そして原子力発電所事故を引き起こ

し、未曾有の被害をもたらしました。

　東京都も大きな揺れに見舞われましたが、都は現場の持つ強みを活かし、ハイパーレスキュー隊や機動隊による

決死の活動、人的・物的支援や避難者の受入れなど、東京の総力を挙げて被災地の復旧、復興に取り組みました。

　その中で、総務局は様々な支援策の取りまとめ、及び各局の総合調整等を担うことになりました。

　本稿では、当時の総務局総務部長にインタビューし、その実像に迫ります。
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いる時でしたから。

　その中で、帰宅困難者の問題だとか、計画停電

の問題だとか、そのあとの、水道水から放射能が

出たとか、そういう都内のことは都内対策室とい

う組織も作ったわけですから、総合防災部が中心

となり、担当してもらうことになりました。

　次に、被災地支援について、まずあのとき最初

に来たのは、避難者の受け入れです。原発の関

係で避難者の多くの方は福島から来ていますか

ら、そこから始まりました。また、現地の支援も

やらなければいけないので、それを防災部に任せ

るのは酷だろうと。キャパシティ的にオーバー

してしまう。だから、そこは総務局全体で対応す

るしかない。その調整役が総務部でした。

　だから、三層構造という言い方はおかしいけ

れど、都内の対応は総合防災部。被災地への支

援とか被災者の受け入れについては総務部。そ

れで総務部だけでは当然球数が足りませんから、

人事部や行政部や行政改革推進部等の他の部も

使って割り振ろうと。つまり、大きく分けると受

け入れと派遣ですから、現地事務所の設置と、そ

れからそれに基づいて職員を派遣していくとい

う話があるわけで、どちらも人を選ぶ所から入っ

ていく。これはやはり、人事部にやってもらうの

が一番いいだろうと。そういう指示というか相

談を当時の人事部長と話をし、人事部は人事部

で本来業務がありますから、派遣関係については

担当部長にやってもらいました。

　一方で、避難者の受け入れをどうするかにつ

いては、人事部を除いた他の部を使って、行政部

だとか行政改革推進部にお願いしました。特に

避難者受入のメインは、行政部の担当部長にやっ

てもらいました。

　もちろん他にも、人権部や統計部等にも職員を

大勢出してもらいました。

【現地事務所の設置、被災地との連絡調整】

Q： 職員派遣の話に入りますが、まず現地事務所の設

置についてお聞かせください。

A： 現地事務所を作るために、まず先遣隊を派遣しま

した。建設局は技術職が行って、総務局も、総務

部文書課長に、まずは見に行ってくれと指示を出

しました。

　それで行った結果、やるからには現地事務所を

被災三県にそれぞれ作ろうと。

　現地事務所は、３事務所とも極めて困難な状況

であり、それぞれ事情が違いますから、様々な課

題に直面しました。局としては、とにかく連絡調

整は徹底するようにお願いするとともに、こちら

は24時間体制をとり、しばらくは、どんな時でも

連絡がとれるように体制を組みました。

　そんな訳で、私も最初の１か月は自宅にほとん

ど帰れませんでした。

Q： そこまでご自宅に帰れなかった。

A： ほぼ帰れなかったですね。ほぼって正確に言う

と洗濯物もありますから、洗濯物を取りに帰っ

たりはしましたけど、基本的にはほぼ泊まりまし

た。

　都内対策も含め、とにかく日々いろいろなこと

が発生し、いないといない時に限って何か起きる

んで、これはダメだと。私はまさに、現場責任者

ですから。だから当時いた私と、総務課長、担当

課長、その３人はほとんど泊まり状態でしたね。

だから時間の感覚なんかないですよ、本当に。朝

起きるとあっという間に夕方になって、あっとい

う間に夜になって、とにかく寝なければいけない

と、ホテルに行って。睡眠は日によっても違いま

すが、３～４時間取れればよい方だったでしょう

か。

Q： 現地の問題で具体的にご苦労されたことは。

A： やはりいろいろありました。

　現地の自治体の方々は、自分たちが直接被災し

ていますし、それから自分の身内が亡くなってい

る方とか行方不明の方もいらっしゃるわけです。

そうすると、もちろんこちらの派遣職員もそれな

りに覚悟して、かならずお役に立てるようにと、

行かせていますが、やはりいろいろなオーダーが

出るわけで、それを何故東京都はやってくれない

んだという話が現場で出るわけです。ところが、

やはり出来ないことも実際あるわけです。それ

をやることによって体調を壊してしまう人も現

実にいるわけです。だけどそれを現場で交渉す

るとぶつかってしまう。

　それについては、事前に指示を出しておきま

したが、現場に行く部隊に、そこで即決しないで、

迷った場合には必ず現地事務所に相談しなさい

と。それで、現地事務所でも判断に迷う時は本庁

に持って来いと。もちろん現地事務所で判断す

ることもあるし、もっと大きなことになってくる

と本庁で判断をして、それを現場に返すのではな

く、現地事務所から県を通せと。

Q： なるほど。

A： 現場の自治体は全て市町村ですから、現場の自治

体と直接交渉すると禍根を残す。だから、現地事
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17

務所から県に言って、県から自治体に申し入れさ

せる。そこは自分たちでやってくださいとか、そ

うしないと現場でものすごい摩擦が起きてしま

う。

　やはり最初の現場は、言葉で表現できないよう

な、すごい状況だったわけで、テレビの映像もそ

ういうところは全部映していないわけですから、

そこに行くということで派遣職員たちには相当

な苦労をかけました。

　現地事務所の所長は、皆さん部長級でしたが、

下の所員も全部管理職で固めまして、事務職とそ

れから技術職と医者も入れました。

　派遣職員については、バスで行かせるわけです

が、最初は本当にひどい状態で、寝袋とカップ麺

を支給し、雑魚寝のような状態で、ろくに暖房施

設もない。３月から４月半ばくらいまでの東北

は、とにかく寒い。寝られないと。そういう話も

いっぱいありました。

　派遣職員については各局からも募りましたが、

総務局もかなり主体となって派遣していたと思

います。

【その後の動き】

A： ４月から５月に入ると地域防災計画も作らなけ

ればいけないことになり、担当として首都大学東

京に派遣されていた部長にお願いしました。

　また、総合防災部とは切り離した関係上、やは

り被災地支援の部を作ろうと。４月から夏まで

は暫定ということで被災地支援担当部長を置き

ました。それから５月にもう一人、部長を呼びま

して、担当部長が夏に他局に異動した後、後任の

部長がそのまま復興支援対策部長に就任しまし

た。

　まあ、それやこれや、まさに渾然一体の世界で

した。都内の話も、被災地支援も含め。

　情報の一元管理というと各ラインの部長に怒

られてしまうかもしれませんが、そこは私のとこ

ろで握って、やはりそれぞれに必要な情報を与え

なければいけませんから。そんなことをやって

いるうちに、自分が危機管理監になってしまいま

した（苦笑）。

【都庁内の総合調整】

Q： 各局の総務部長との間でご苦労されたことは、あ

りますか。

A： それはやはりいろいろありました。それぞれ各

局思いがあって一生懸命やってくれているわけ

で、そこをなんとかこの局と一緒にやってくれと

か、ここは譲ってくれとかね。全庁方針に従って

くれとか、それは、言い出すと枚挙にいとまがな

いです。

　でも、関わった局はみんな一生懸命でした。避

難者を受け入れた都市整備局だってそうですし、

現地に技術職を派遣した建設局だってそうです

し、それ言えば港湾局も港湾技術が必要でした。

それと何といっても福祉保健局。おそらく一番

守備範囲が広く、救援物資から何から避難所の

設営だとか一番大変だったと思います。産業労

働局と中央卸売市場は、こちらの手が回らなかっ

たので、農作物の風評被害対策等は両局にお任

せしました。水の問題もありましたから水道局

も大変だったと思います。皆さんそれぞれ、局

は局の思いがあって。やはり一生懸命やっても

らっている以上、総務局としても、全庁方針です

からとか言って、バサッというわけにはいきませ

ん。それは説得に説得を重ねて、それはどの局に

対してもやりました。だから、副知事たちがうん

と言っていたって、それは、局に下ろした時にそ

うはいかない。下に下ろせば下ろすほど、実務の

面でいろいろ難しいところがある訳で、例えば、

局長同士がうんと言っても、下の、各局の実務責

任者は総務部長がやっていますから、実務のとこ

ろで合意する意味では、総務部長の所で止まるわ

けです。それをさらに下ろして総務課長までい

けばさすがに、それは、と。そういう意味で、総務

部長というのはある意味、損な役回りかもしれま

せんね。上が決めてうんと言ったからといって

局で横にやろうとした時に、そうは言ったって、

と。そこを、じゃあ、ここまでの案だったらどう

だとかね、こういうところは調整するからどうだ

とか、ここは最後、総務局が責任を持つからと、そ

ういう話を常にやっていかなければいけない、と

いうことがありました。

【危機管理の要諦、指揮命令系統の一元化】

Q： ここまで様々なお話を伺ってまいりましたが、意

思決定をする際のポイント、もしくはリーダーに

求められるものとは何でしょうか。

A： 危機管理の要諦は、情報をとにかく短時間で幅

広く集めて、それを整理した上で、時間的に、それ

から人的に、それから資金的に、一番、効率かつ

有効な方策をどのように充てていくかと。それ

を、いろいろなジャンルがあるわけで、それがみ

んな絡むわけですから、この課題に対してこれが

第２章　発災直後の東京都の対応
第２節　発災直後の庁内の総合調整①（インタビュー）
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いい、というのではなく、他もいっぱい課題があ

るところを全部集めて、これはこれでいいけど、

こちらに影響してくる。それを考えた上で、その

施策としてはこれの方がベストかもしれないけ

ど、そのベストの案をここで選んだら、こっちが

ワーストになってしまう。それを考えて、ここは

ベターな案でやるしかないと。その説得を調整

する。局からしてみると、これは、我が方はこっ

ちの案がいいと思います。それはわかるけど他

の局の仕事で考えると、ここはベターな案でやっ

てもらうしかない。そういう調整をやる。いざ

という時はそうなる訳です。

Q：  そのようにして、首都東京の総合力を結集し、東

日本大震災に対応したということになりますが、

最後に後世の人に向けて心構えのようなものは

ございますか。

A： やはり全局でやっていますけど、調整役というの

は総務局がやらなければいけないわけです。今

後もし何かあった時に、首都直下であるにせよ、

遠隔地の大災害であるにせよ、それを都庁という

巨大組織で、やはり総務局が調整役をする訳で

す。企画立案というのは、それは政策企画局がや

るでしょうけど、今ある特に危機管理のようなも

のは、総合防災部も所管している訳だし、それは

総務局が絶対にやらなくてはいけない。何かあっ

た時に、かっこよくいえば、とにかく逃げない。

「やるっきゃないんだ」と。それはやってほしい。

誰かがやらなくてはいけないですね。

　　ぜひ頑張っていただきたいと思います。

平成27年２月５日

都庁本庁舎にて

元　総務局総務部長　醍醐勇司氏の

インタビューより
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第２章　発災直後の東京都の対応
第３節　発災直後の庁内の総合調整②（インタビュー）

【震災直後の経緯】

Q： 当時、総務局の総務課長は、被災地支援に向けて

各局の調整や現地事務所の設置に尽力したと聞

いていますが、発災直後の経緯はどのようなもの

だったのでしょうか。

A： 震災後、都庁内では一義的には総合防災部が主導

となり対応しましたが、規模が大きかったために、

各局総務課長会を頻繁（日に何度も）に開いてお

り、それが被災地支援における当初の体制でした。

　都庁の中には様々な会議がありますが、実務的

に実効性が高いのが総務課長会なので、当時の

佐藤副知事からの指示を受けて頻繁に総務課長

会を開催し、全庁的な支援体制を作り上げていき

ました。

　当時の石原知事の「できることは何でもやれ」

という指示で、現地へは救出・救援のための消防

やDMAT等の派遣及び各局での救援物資の提供が

まず行われました。

　物資の調達は福祉保健局、輸送手段は財務局

が担当しました。また人の派遣は、総務局人事部

が指揮をとり、短期派遣で約1,500人を派遣しま

した。それらの実務ベースの調整及び具体的な

確認等の場が各局総務課長会でした。

　一例を挙げれば、福島県から大勢の避難者が

車で避難してくるという情報があり、どこでその

車を受け入れるかという問題がありました。そ

こで建設局の総務課長へ舎人公園の手配や、大

型テントの手配などを依頼し、即決してくれたこ

となどがあります。

　一方、都内の状況は、災害復旧と併せて、計画

停電、水道水からの放射性物質の検出による乳

幼児の摂取制限及び現地からの避難者の受入対

応などが日を追うごとに増え、次々に総務局の体

制を拡充する必要があり、総務局を３つの部署に

分けて対応しました。つまり、①都内被害対応（計

画停電、水道水問題等）、②被災地支援対応、③

避難者受入対応の３つのラインを総務局内に設

置し、初動支援体制を構築していきました。

【現地事務所の設置】

Q： 今回の支援策の中で、現地事務所の設置というも

のは過去に例のない、象徴的な支援策だったと考

えますが、どのような理由で設置したのでしょう

か。

A： 当時、色々なルートからの情報がありましたが

（各省庁、全国知事会等）、それらの情報が錯綜し

ている状態でした。そのため、都庁と現地を結ぶ

ショートカットが必要との議論がありました。

　被災地支援担当としては、まず、石原元知事が

被災地へ行くことが予定されていましたので、そ

の前に先遣隊として元建設局道路監と総務局の

文書課長を派遣しました。そこで、まず仙台に現

地事務所を設置することを即決し、その日の夜に

所長就任予定者へ連絡を入れました。

　当初は、仙台に国の統括事務所があったので、

国との連携強化も含めて、宮城県のみに設置する

考えもありましたが、やはり現地の状況から3県

に必要と判断しました。

　現地の本当に困っている情報は、現地事務所

がニーズの掘り起こしをしてくれました。全国

知事会ルートなどでは知りえない現地の生の情

報を入手できたのは、初動対応では大変有効で

した。

　現地事務所を置くことにより、それぞれの時期

で、現地にいなければわからないことに対応がで

きたと思います。

【その後の被災地支援】

Q： その後４月に、被災地支援対策担当部長のポスト

が設置されますが、支援策はどのように変化して

いったのでしょうか。

A： 私が担当部長に就任してからは、現地からの情報

を更に全庁的に共有するために被災地支援対策

連絡会を立ち上げました。これにより現地から

来た情報をリアルタイムに共有する仕組みがで

きました。

発災直後の庁内の総合調整②（インタビュー）第３節

　総務局は総務部内に被災地支援を担当する特命チームを設けましたが、壊滅的な被害を受けた被災地からの

情報は錯綜し、必ずしも効果的な支援策を打ち出せない状態でした。

　この事態を打開するために、都は、岩手県、宮城県及び福島県にそれぞれ現地事務所を設置し、被災県と具体

的な支援策を検討、実施することになりました。

　被災地支援を行うに当たって、総務局はどのように各局を取りまとめ、現地事務所を通じ、具体的な支援を構

築していったのか、本稿では当時の総務局総務部総務課長に各局調整等について伺います。

被災地支援総合記録誌第2章.indd   19 2015/06/02   18:42:32



20

【犠牲者の火葬協力】

Q： 今回の震災では、ご遺体の火葬協力という支援も

実施いたしました。担当部長はどのように関与

したのですか。

A： 犠牲者の火葬協力については、プロジェクトの総

括としての役割で携わりました。

　身元不明の方を火葬して良いという判断を現

地でどうするか。そのご遺体をどう搬送するか。

そして都内でどう火葬するか。など、様々な課題

がありましたが、庁内の局長同士の素早い判断に

より対応いたしました。

　建設局には葬祭一筋というような頼もしいプ

ロ職員がおり、そのような職員が瑞江火葬場と現

地との調整を行いました。また、現地での遺体の

確認については、非常に厳しい状況の中で福祉

保健局が担当しました。瑞江で対応しきれなく

なった後は、民間に協力依頼して対応しました。

【復興支援対策部の設置】

Q： その後、総務局内に復興支援対策部が設置され

ます。

A： 23年８月の復興支援対策部の設置については、被

災地支援の重要性に鑑みて、ラインの部を設置す

べきとの考えによるものでした。しかも、総務局

長の直下で機能させるべきとの考えに基づいた

ものでした。

【東日本大震災の課題、教訓等】

Q： 今回の支援策の経過についてお伺いしてきまし

たが、最後に、課題、教訓等をお聞かせ願えます

か。

A： 支援の「要」は、最前線の「現地拠点」と、それを支

える「兵站機関」を機動的に設置し、両者に太いパ

イプラインを形成することです。その上で、この

仕組みが十全に機能するような仕掛けをビルト

インすることが肝要です。

　都のような大きな組織では、仕組みを作るのは

得意ですが、これを直ちに始動させるためには、

どうしても組織の壁が立ちはだかりがちです。

その意味では、全庁横断の実務ベースでの調整

機能を持つ「総務課長会」を活用したことは非常

に有効でした。

　都庁は、大きな組織のために、各局の動きを五

月雨式に現地へ伝えたのでは、現地がパンクして

しまいます。今回、このような形で、危機管理と

庁内調整を職として担う総務局がフル稼働した

ことは、現地と各局を有機的に結び付けることに

繋がったのではないでしょうか。

　今回のノウハウと経験を貴重な財産とし、今後

の備えとして活用してほしいと考えます。

平成26年１月28日

都庁本庁舎にて

当時、総務局総務部総務課長、

のち同局被災地支援対策担当部長

黒沼靖　氏のインタビューより

第２章　発災直後の東京都の対応
第３節　発災直後の庁内の総合調整②（インタビュー）
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